
歳入
（入ってくるお金）

一般会計

447億4,213万円
市税

217億5,603万円
48.6％

37.4％ 62.6％

繰入金
35億448万円
7.8％

繰越金
5億円
1.1％

分担金及び負担金
1億6,586万円
0.4％

使用料及び手数料
3億7,628万円
0.9％

財産収入、寄附金
6億3,747万円
1.4％

諸収入
10億6,622万円

2.4％

地方交付税
6億8,716万円
1.5％

県支出金
32億1,362万円

7.2％

市債
13億4,540万円

3.0％

地方消費税交付金
26億4,000万円

5.9％

地方譲与税
8億9,122万円
2.0％

国庫支出金
71億6,409万円
16.0％

自
主
財
源

依
存
財
源

その他※
7億9,430万円
1.8％

民生費
181億3,871万円

40.6％

土木費
32億9,887万円

7.4％

教育費
66億3,445万円
14.8％

総務費
55億2,064万円
12.3％

衛生費
49億2,502万円
11.0％

消防費
25億7,723万円

5.8％

公債費
19億8,118万円

4.4％

商工費
5億7,469万円
1.3％

農林水産業費
8億998万円
1.8％

議会費
2億6,136万円
0.6％

予備費
2,000万円
0.0％

歳出
（使うお金）

一般会計

447億4,213万円

総額700億995万円2025
年度

一般会計・特別会計・公営企業会計の合計神栖市予算
◀
用
語
の
解
説
　（
歳
入
）

【
市
税
】個
人
や
企
業
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
く
税
金
な
ど

【
繰
入
金
】特
定
の
目
的
の
た
め
に
積
み
立
て
て
い
る
お
金
を
取
り
崩
し
て

使
う
お
金

【
国
庫
支
出
金
】特
定
の
事
業
の
財
源
と
し
て
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

【
市
債
】建
設
事
業
な
ど
を
お
こ
な
う
際
に
、
国
や
県
、
金
融
機
関
な
ど
か

ら
借
り
る
お
金

【
地
方
交
付
税
】市
町
村
の
財
源
不
足
や
自
然
災
害
に
よ
る
被
害
な
ど
の
個

別
・
緊
急
の
事
情
に
応
じ
て
交
付
さ
れ
る
お
金

◀
用
語
の
解
説
　（
歳
出
）

【
民
生
費
】高
齢
者
・
障
害
者
・
児
童
な
ど
の
福
祉
関
係
に
使
う

お
金

【
教
育
費
】教
育
や
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
に
使
う
お
金

【
衛
生
費
】保
健
・
衛
生
や
ご
み
処
理
な
ど
に
使
う
お
金

【
総
務
費
】行
政
の
運
営
な
ど
に
使
う
お
金

【
土
木
費
】公
園
や
道
路
な
ど
、
公
共
施
設
の
整
備
に
使
う
お
金

【
消
防
費
】消
防
や
救
助
活
動
に
使
う
お
金

【
公
債
費
】市
債
を
返
す
た
め
に
使
う
お
金

●�

市
民
と
企
業
に
寄
り
添
う
医
療
体
制
の
確
立
を
目

指
し
、
連
携
促
進
に
よ
る
全
員
参
加
の
医
療
体
制

づ
く
り
や
若
手
医
師
、
看
護
職
な
ど
の
医
療
人
材

が
育
ち
集
ま
る
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
た
施
策
の
充

実
、
医
療
機
関
の
体
制
強
化
の
支
援
に
努
め
ま
す
。

●�

定
住
人
口
や
交
流
人
口
の
拡
大
に
よ
る
地
域
の
活

性
化
を
図
る
た
め
、
息
栖
神
社
周
辺
に
お
け
る
地

域
振
興
拠
点
施
設
の
整
備
、
神
之
池
緑
地
に
お
け

る
桜
を
主
と
し
た
樹
木
の
維
持
管
理
に
加
え
、
波

崎
東
部
地
域
で
は
、
旧
市
営
住
宅
用
地
の
有
効
活

用
を
図
り
ま
す
。

●�

安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
な
ど
の
課
題
に
対
応

す
る
た
め
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
計
画
的
に
進
め
て

い
き
、
生
活
基
盤
の
強
化
を
図
り
ま
す
。

●�

恵
ま
れ
た
雇
用
環
境
や
充
実
し
た
妊
娠
・
出
産
・

子
育
て
支
援
な
ど
の
市
の
長
所
を
伸
ば
す
施
策
を

推
進
し
、
地
域
の
活
力
向
上
に
取
り
組
み
ま
す
。

2
0
2
5
年
度
予
算
の
ポ
イ
ン
ト　2025年度当初予算は、全会計の合計額が前年度当初に比べ1億5,110万円の増となりました。

　一般会計は、総務費や民生費などの増により前年度比で2,713万円の増となりました。
　特別会計は、国民健康保険特別会計における被保険者の減少などによる国民健康保険事業費納付金の減などにより
特別会計全体で前年度に比べ2,469万円の減となりました。
　公営企業会計は、水道事業会計では配水施設整備費が増となり、下水道事業会計では管渠整備費およびポンプ場整
備費の減となりましたが、公営企業会計全体では1億4,866万円の増となりました。

2
0
2
5
年
度
予
算
総
括
表

会　　計　　名
2025年度 2024年度 比　　　較

当初予算額 当初予算額 増減額 増減率（％）

一 般 会 計 447億4,213万円 447億1,500万円 2,713万円 0.1 
特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 97億4,375万円 99億1,763万円 △1億7,388万円 △ 1.8 
介 　 護 　 保 　 険 60億9,090万円 59億6,850万円 1億2,240万円 2.1 
後 期 高 齢 者 医 療 12億4,861万円 12億2,183万円 2,678万円 2.2 

小　　　 計 170億8,326万円 171億   795万円 △2,469万円 △ 0.1 
公
営
企
業
会
計
※

水 道 事 業 会 計 48億2,253万円 42億8,787万円 5億3,466万円 12.5 
下 水 道 事 業 会 計 33億6,203万円 37億4,803万円 △3億8,600万円 △ 10.3 

小　　　 計 81億8,456万円 80億3,590万円 1億4,866万円 1.8 
合　　　　　計 700億   995万円 698億5,885万円 1億5,110万円 0.2

※公営企業会計：支出額を表示しています　※四捨五入をし、万円単位で表示しています

※�その他＝法人事業税交付金、地方特例交付金、
株式等譲渡所得割交付金など

は自主財源･･･市税など、市が独自で得られる収入

は依存財源･･･国や県から交付されたり割り当てられたりする収入

　個人や企業が市に納める
税金と市の使う予算を、1
世帯・1人あたりにすると
次のようになります。

※�税金で市に入ってくるお金
と使われる予算額の差は、
国・県の支出金や市債など
でまかなわれます

【１人あたり】
税金（市税/人口）

　………………23万円
予算（総額/人口）

　………………48万円

【１世帯あたり】
税金（市税/世帯数）

　………………49万円
予算（総額/世帯数）

　…………… 100万円

市民1人あたりの
一般会計予算額

（ 　　）前年度比
0.2％増

世帯数44,696戸
人口93,550人
2025年3月末日現在
住民基本台帳から

　
2
0
2
5
年
度
予
算

は
、
地
域
医
療
体
制
の

整
備
や
人
口
減
少
、
少

子
高
齢
化
、
安
全
・
安

心
な
ま
ち
づ
く
り
な
ど

の
課
題
に
加
え
、
公
共

神栖市長
石田 　進

施
設
の
老
朽
化
対
策
な
ど
重
要
施
策
に
優
先
的
に
予

算
を
配
分
す
る
と
と
も
に
、
事
業
全
般
に
わ
た
り
経

費
の
節
減
・
合
理
化
に
取
り
組
み
な
が
ら
予
算
編
成

を
お
こ
な
い
ま
し
た
。
第
3
次
神
栖
市
総
合
計
画
の

将
来
像
で
あ
る「
魅
力
あ
る
・
誇
れ
る
神
栖
市
」の
実

現
に
向
け
、
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立
を
図
り

な
が
ら
、
市
民
が
本
市
へ
の
愛
着
と
誇
り
を
感
じ
る

ま
ち
づ
く
り
を
力
強
く
進
め
て
い
き
ま
す
。
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